
◎学校教育法等の一部を改正する法律 
（平成一六年五月二一日法律第四九号）   

一、提案理由（平成一六年四月一四日・衆議院文部科学委員会） 

○河村国務大臣 このたび、政府から提出いたしました学校教育法等の一部を改正する

法律案について、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 近年、児童生徒の食生活の乱れを背景として、児童生徒が望ましい食習慣を身につけ

ることができるよう、家庭だけでなく、学校においても食に関する指導の充実を図って

いくことが重要となっております。このため、栄養に関する高度の専門性を有する教育

職員を学校に設置できるようにする必要があります。 

 また、近年の医療技術の高度化や医薬分業の進展等に伴い、医薬品の安全使用や薬害

の防止等についての社会的要請が高まりつつある中で、薬剤師は、医療の担い手として

の役割を積極的に果たすことが求められております。このため、臨床に係る実践的な能

力を有する薬剤師の養成を目的として、大学における薬学教育を改善充実する必要があ

ります。 

 この法律案は、このような観点から、栄養教諭制度の創設及び大学における薬学教育

の修業年限の延長を図るものであります。 

 次に、この法律案の内容の概要について御説明申し上げます。 

 第一に、学校に置かれる教育職員として栄養教諭を位置づけるとともに、栄養教諭に

必要な資質を担保するため栄養教諭の免許制度を創設し、あわせて、栄養教諭の身分、

定数、給与費の負担等について所要の措置を講ずるものであります。 

 第二に、大学の薬学を履修する課程のうち臨床に係る実践的な能力を培うことを主た

る目的とするものの修業年限を六年とするものであります。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御賛成くださいますようお願いいたします。 

 以上であります。 

二、衆議院文部科学委員長報告（平成一六年四月二七日） 

○池坊保子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、学校における健康教育の充実を図るため、教育職員として新たに栄養教諭を

位置づけるとともに、栄養教諭の免許制度を創設し、その給与費の負担等について所要

の措置を講ずることとするほか、医療技術の高度化等に対応するため、大学の薬学を履

修する課程のうち薬剤師養成を主たる目的とするものの修業年限を六年とするものであ

ります。 

 本案は、四月五日本委員会に付託され、同月十四日河村文部科学大臣から提案理由の

説明を聴取いたしました。去る十六日から質疑に入り、参考人から意見を聴取するなど



慎重に審査を重ね、本日質疑を終局し、採決の結果、本案は全会一致をもって原案のと

おり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年四月二七日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一 学校栄養職員及び栄養教諭の給与費については、国の責任において確保するととも

に、適切な処遇等を維持するよう配慮すること。 

二 学校給食未実施校を含めた全国の義務教育諸学校等において、食に関する指導が充

実するよう、現行の定数改善計画を進めるとともに、引き続き適切な配置基準の下、

学校栄養職員と栄養教諭について必要な定数を確保するよう努めること。 

三 学校給食の管理と食に関する指導を一体的に行うことを任務とする栄養教諭の制度

を確立するため、栄養教諭が食に関する指導を行うに当たっては、学校全体として、

学校担任、教科担任等と連携し、より効果的な指導ができるよう条件整備を図ること

に努めること。 

四 栄養教諭養成のための大学等の教員養成課程を整備するとともに、教員養成課程を

置く大学等と栄養士養成を行っている大学等とが連携し、栄養教諭免許状の取得が可

能となるよう努めること。 

五 学校栄養職員が栄養教諭免許状を取得するための認定講習等の機会の確保に努める

こと。 

六 薬学教育の修業年限延長の目的である医療薬学教育の充実のため、医療機関、関係

行政機関等の理解と協力を得て、各大学における指導体制の整備、教育・実習施設の

確保等の充実を図るよう努めること。特に、長期の実務実習の受入れのための指導者

及び施設の確保について配慮すること。 

七 第三者評価体制の整備を進めること等により、高度化する薬剤師の職能を支える基

礎教育及び実務で要求される知識、技能、医療人としての倫理観が養えるような質の

高い教育の維持向上を図るよう留意すること。 

八 医療技術の進展等の状況を踏まえ、現に薬剤師の資格を有している者が、生涯にわ

たり学習する機会を充実するよう配慮すること。 

九 薬学教育の修業年限延長に伴い、学費の負担が増加することから、大学への財政的

支援や奨学金制度の充実に努め、経済力の差が進路選択及び学業の成就に影響を与え

ないよう配慮すること。 

十 薬学の充実・強化に当たっては、生命科学の進展、医療の高度化に対応し、大学、

民間研究機関等において、国際競争力を持つ創薬等の研究開発を担う人材の育成に努

めること。 



三、参議院文教科学委員長報告（平成一六年五月一四日） 

○北岡秀二君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、学校における栄養指導の充実等を図るため、栄養教諭の制度を創設し、

栄養教諭を小中学校等に置くことができることとするとともに、その職務、免許、給与

費の負担等について定めるほか、医療技術の高度化等に対応するため、大学の薬学を履

修する課程のうち、薬剤師養成を目的とするものの修業年限を六年に延長しようとする

ものであります。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、栄養教諭に期待される

役割、栄養教諭の養成と定数拡充の必要性、薬剤師に求められる能力と養成の在り方、

実務実習の長期化に伴う受入れ体制の整備等について質疑が行われましたが、その詳細

は会議録によって御承知願いたいと存じます。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年五月一三日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一、学校栄養職員及び栄養教諭の給与費については、国の責任において確保するととも

に、適切な処遇等を維持するよう配慮すること。 

二、全国の義務教育諸学校等において、食に関する指導等が充実するよう、現行の定数

改善計画を進めるとともに、引き続き適切な配置基準の下、学校栄養職員と栄養教諭

について必要な定数を確保するよう努めること。 

  特に、学校給食未実施校、共同調理場方式による学校給食実施校等における食に関

する指導についても、遺漏のないよう十分留意すること。 

三、前項による必要な定数の確保の努力とあいまって、栄養教諭への移行が円滑に進め

られるよう、学校栄養職員が栄養教諭免許状を取得するための認定講習等の機会の確

保に努めること。 

四、学校給食の管理と食に関する指導を一体的に行うことを任務とする栄養教諭の制度

を確立するため、栄養教諭が食に関する指導を行うに当たっては、学級担任、教科担

任等と連携し、学校全体として取り組むとともに、家庭や地域社会とも連携・理解を

深め、より効果的な指導を行うよう努めること。 

  あわせて、食教育の充実の観点から、学校給食を見近な生きた教材として活用し、

また、食材・給食の衛生管理の維持・強化を図るため、給食調理現場の充実に努める

こと。 



五、栄養教諭及び学校栄養職員の資質能力の向上のため、新規採用者研修、経験者研修

等の機会の確保及び内容の充実を図るとともに、他の教職員についても、食に関する

理解を深めるための研修等の充実に努めること。 

六、学校栄養職員については、現在行われている学級担任、教科担任との連携、特別非

常勤講師として実施している学校給食指導の充実を図るとともに、研修の機会の確保

等にも十分配慮すること。 

七、栄養教諭養成のための大学等の教員養成課程を整備するとともに、教員養成課程を

置く大学等と栄養士養成を行っている大学等とが連携し、栄養教諭免許状の取得が可

能となるよう努めること。 

八、薬学教育の修業年限延長の目的である医療薬学教育の充実のため、医療機関、関係

行政機関等の理解と協力を得て、各大学における指導体制の整備、教育・実習施設の

確保等に努めること。特に、長期の実務実習の受入れのための指導者及び施設の確保

について配慮すること。 

  また、学生の実務実習に必要な基本的な能力の向上と教育・実習施設における受入

れの円滑化を図るため、共用試験の導入等についても検討を更に進めること。 

九、四年制と六年制の学部・学科が並立することにより、受験生に混乱が生じることの

ないよう、両学部・学科の目的、内容の違いについて十分な情報提供を行うとともに、

転部、編入学等の制度も活用するなど、制度の弾力的運用と多様な人材の受入れに努

めること。 

十、第三者評価体制の整備を進めること等により、高度化する薬剤師の職能を支える基

礎教育及び実務で要求される知識、技能、医療人としての倫理観、薬剤師としての責

任感等が養えるような質の高い教育の維持向上を図るよう留意すること。 

十一、医療技術の進展等の状況を踏まえ、現に薬剤師の資格を有している者に対し、生

涯にわたり学習する機会が拡充されるよう配慮すること。 

十二、薬学教育の修業年限延長に伴い、学費の負担が増加することから、大学への財政

的支援や奨学金制度の充実に努め、経済力の差が進路選択及び学業の成就に影響を与

えないよう配慮すること。 

十三、薬学の充実・強化に当たっては、生命科学の進展、医療の高度化に対応し、大学、

民間研究機関等において、国際競争力を持つ創薬等の研究開発を担う人材の育成に努

めること。 

  右決議する。 


